
（（（（4444））））----1 1 1 1 都道府県経常経費分析表都道府県経常経費分析表都道府県経常経費分析表都道府県経常経費分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算)))) 奈良県奈良県奈良県奈良県平成平成平成平成22222222年度年度年度年度経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析人人人人 口口口口面面面面 積積積積歳歳歳歳 入入入入 総総総総 額額額額歳歳歳歳 出出出出 総総総総 額額額額実実実実 質質質質 収収収収 支支支支標標標標 準準準準 財財財財 政政政政 規規規規 模模模模地地地地 方方方方 債債債債 現現現現 在在在在 高高高高 1,406,7011,406,7011,406,7011,406,7013,691.093,691.093,691.093,691.09480,975,697480,975,697480,975,697480,975,697469,086,212469,086,212469,086,212469,086,2125,279,5615,279,5615,279,5615,279,561309,644,566309,644,566309,644,566309,644,5661,072,099,4721,072,099,4721,072,099,4721,072,099,472 人人人人((((HHHH23232323....3333....31313131現在現在現在現在))))ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円 実実実実 質質質質 赤赤赤赤 字字字字 比比比比 率率率率連連連連 結結結結 実実実実 質質質質 赤赤赤赤 字字字字 比比比比 率率率率実実実実 質質質質 公公公公 債債債債 費費費費 比比比比 率率率率将将将将 来来来来 負負負負 担担担担 比比比比 率率率率 --------11.511.511.511.5215.8215.8215.8215.8 ％％％％％％％％％％％％％％％％ググググ ルルルル ーーーー ププププ(((( 年年年年 度度度度 毎毎毎毎 )))) HHHH18  18  18  18  Ｄ     Ｄ     Ｄ     Ｄ     HHHH19  19  19  19  Ｃ     Ｃ     Ｃ     Ｃ     HHHH20  20  20  20  ＣＣＣＣHHHH21  21  21  21  Ｃ     Ｃ     Ｃ     Ｃ     HHHH22  22  22  22  ＣＣＣＣ 当　該　団　体　値グループ内平均値グループ内の 最大値及び最小値※　グループとは、道府県を財政力指数の高低によって5つに分類したものである。　　　　　Ａグループ　1.000以上、Ｂグループ　0.500以上1.000未満、Ｃグループ　0.400以上0.500未満、Ｄグループ　0.300以上0.400未満、Ｅグループ　0.300未満人件費人件費人件費人件費 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位10/1110/1110/1110/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均40.940.940.940.9人件費人件費人件費人件費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄人件費に係る経常収支比率がグループ内平均を上回っているのは、定員削減努力により人口10万人当たり職員数がグループ内で最も少ないものの、他団体に比べラスパイレス指数（地域手当補正前）が高いことや、退職者が多いことにより職員給や退職手当の決算額が他団体に比べて高いことが要因である。今後も人件費総額抑制のため、定員適正化及び社会情勢の変化に応じた給与水準の見直しを行う。(%)51.048.045.042.039.036.033.0 41.841.841.841.835.835.835.835.839.039.039.039.041.641.641.641.642.142.142.142.144.144.144.144.142.742.742.742.7 H22H21H20H19H18 40.340.340.340.344.044.044.044.045.945.945.945.946.946.946.946.946.846.846.846.8
物件費物件費物件費物件費 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位1/111/111/111/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均3.43.43.43.4物件費物件費物件費物件費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄物件費に係る経常収支比率がグループ内で最も低いのは、光熱水費・内部事務費の節減など経費の節減合理化に取り組んできたことにより、需用費などの経費が他団体と比較して低くなっていることが要因である。今後は「奈良県新行政経営プログラム」に沿って効率的な事務執行を行い、経費の節減合理化に努める。(%)6.05.04.03.02.01.0 4.74.74.74.72.32.32.32.33.43.43.43.43.63.63.63.63.63.63.63.63.83.83.83.83.63.63.63.6 H22H21H20H19H18 2.32.32.32.32.52.52.52.52.52.52.52.52.32.32.32.32.32.32.32.3

扶助費扶助費扶助費扶助費 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位7/117/117/117/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均1.91.91.91.9扶助費扶助費扶助費扶助費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄扶助費に係る経常収支比率がグループ内平均を上回っているのは、他団体と比較して生活保護費が多くなっていることが主要因である。生活保護費は市町村合併等により減少傾向にあったが、受給者数の増により平成20年度より増加に転じており、引き続き制度の適正な運用に努める。(%)5.04.03.02.01.00.0 3.43.43.43.41.01.01.01.01.81.81.81.81.41.41.41.41.51.51.51.51.41.41.41.41.61.61.61.6 H22H21H20H19H18 2.12.12.12.11.91.91.91.91.81.81.81.81.81.81.81.81.71.71.71.7 そのそのそのその他他他他 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位2/112/112/112/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均1.21.21.21.2そのそのそのその他他他他のののの分析欄分析欄分析欄分析欄その他（維持補修費、繰出金、貸付金）に係る経常収支比率がグループ内平均を下回っているのは、他団体と比べ維持補修費が低いことによる。県有施設の維持管理については、今後、新たにファシリティマネジメントの考え方を推進し、統括的な視点で県有資産の有効活用や適正な管理に努め、引き続き維持管理に係る財政負担の軽減を図る。(%)4.03.02.01.00.0 2.92.92.92.90.70.70.70.71.61.61.61.61.51.51.51.51.41.41.41.41.61.61.61.61.01.01.01.0 H22H21H20H19H18 0.80.80.80.80.70.70.70.70.90.90.90.90.50.50.50.50.50.50.50.5
補助費等補助費等補助費等補助費等 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位10/1110/1110/1110/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均21.921.921.921.9補助費等補助費等補助費等補助費等のののの分析欄分析欄分析欄分析欄補助費等に係る経常収支比率がグループ内平均を上回っているのは、県立医科大学や県立病院への交付金・補助金が要因として考えられる。県単独の補助金等については、従前から廃止や見直しを行っているところであるが、今後も効果検証や行政と民間、国・県・市町村間の役割分担の明確化などにより見直しを図る。(%)24.022.020.018.016.014.012.0 20.620.620.620.615.215.215.215.217.817.817.817.818.318.318.318.318.518.518.518.517.217.217.217.216.816.816.816.8 H22H21H20H19H18 19.919.919.919.921.921.921.921.920.620.620.620.619.519.519.519.517.417.417.417.4

公債費公債費公債費公債費 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位2/112/112/112/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均22.622.622.622.6公債費公債費公債費公債費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄公債費に係る経常収支比率がグループ内平均を下回っているのは、通常債の発行抑制に努めてきたこと等によるものである。引き続き今後の公債費負担の軽減のため、通常債の発行抑制に努める。(%)34.032.030.028.026.024.022.020.0 32.132.132.132.122.522.522.522.527.127.127.127.128.128.128.128.128.228.228.228.228.328.328.328.327.327.327.327.3 H22H21H20H19H18 22.922.922.922.924.624.624.624.624.724.724.724.724.124.124.124.123.923.923.923.9 公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位9/119/119/119/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均69.369.369.369.3公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外のののの分析欄分析欄分析欄分析欄公債費以外に係る経常収支比率がグループ内平均を上回っているのは、人件費及び補助費が他団体と比べ高いことによる。今後も定員適正化や給与水準の見直し、補助金の見直し等を行い、経常的な経費の抑制に努める。(%)75.072.069.066.063.060.057.0 69.469.469.469.459.859.859.859.863.663.663.663.666.466.466.466.467.167.167.167.168.168.168.168.165.765.765.765.7 H22H21H20H19H18 65.465.465.465.471.071.071.071.071.771.771.771.771.071.071.071.068.768.768.768.71/1


